
 

 

平成３０年度 事業計画 
 

自 平成３０年 ４月 １日 

至 平成３１年 ３月３１日 

 
 
 
はじめに 
 
 平成３０年４月 政府の月例経済報告の総括判断は「緩やかに回復している」として

先月から据え置かれ、先行きについても海外情勢や金融資本市場の不確実性に留意する

が、雇用・所得の改善や各種政策により緩やかな回復の見通しである。 

 一方、不動産業界に目を転じるとIT重説が一部解禁され、インスペクション実施等を要

件とした安心R住宅制度の創設、民泊新法の施行など大きく環境が変化している。 

  

本会は公益法人に移行して７年目を迎える中、会員数３万社を超える大きな組織に成長

したが、不動産業界の環境変化に対応しつつ同時に公益法人としての役割を一層充実させ

るよう求められている。 

 ついては、本会の将来を見据えた組織及び財務体制の見直しに着手するとともに、公益

目的事業の充実強化と積極的な入会促進に努め、本会の更なる活性化を図る方針を定めた

ところである。 

 

このような方針のもと苦情解決業務・弁済業務を適正に実施し、尚且つ、一般保証制度

をはじめとする各種手付金保証制度を積極的に周知し、不動産取引における紛争の未然防

止並びに解決を図り消費者保護を徹底する。教育研修業務では法定研修のカリキュラム充

実とICTを利活用し、会員が遠隔地或いは適時受講することの実用化を推進する。また、

組織の充実に関しては本会の活動をインターネットにより効果的に発信し、入会促進に繋

げるよう努める所存である。 

 

以上をふまえ、「平成３０年度の事業計画」を次のとおり定める。 



 

Ⅰ．公益目的事業の実施 

 

ⅰ．宅地建物取引業に係る取引に関する紛争を解決する事業 

 

○苦情の解決業務 

 

（１）宅地建物取引業に関し取引をした消費者の保護を図るとともに宅地建物取引業の健全な発達

を図るため、宅地建物取引業法第６４条の３第１項第１号及び第６４条の５に基づく苦情の解

決業務を確実かつ迅速に実施する。 

（２）地方本部の取引相談委員会を通じ、苦情申出人に対し必要な助言を行い、当該苦情に係る  

事情を調査するとともに、当該会員等に対し苦情の内容を通知し、迅速な処理を求める等取引

事故に係る紛争の早期解決に努める。 

（３）取引相談委員会と弁済委員会が連携し、苦情解決業務における運用体制の充実強化に努める。 

（４）苦情解決業務の運用上の課題等について、地方本部との必要な調整を図るとともに、地方  

本部間における情報の共有化を図り、当該業務の円滑な運営に努める。 

（５）地方本部の苦情解決業務担当者を対象として、当該業務に必要な知識の習熟を図るため、  

地区協議会単位の取引・苦情処理業務指導者研修会を実施する。 

 

○弁済業務 

 

（１）宅地建物取引業に関し取引をした消費者の保護を図るとともに宅地建物取引業の健全な発達を

図るため、宅地建物取引業法第６４条の３第１項第３号及び第６４条の８に基づく弁済業務を確

実かつ迅速に実施する。 

（２）弁済委員会を適時開催し、迅速な処理に努めるとともに、高度な専門的知識を要する事項に

ついては、弁護士等の外部専門家に助言を求め、認証審査の公正性確保に努める。 

（３）弁済業務の運用上の課題等について、地方本部との必要な調整を図るとともに、地方本部間

における情報の共有化を図り、当該業務の円滑な運営に努める。 

（４）地方本部の苦情解決業務担当者を対象として、弁済業務の運営に必要な知識の習熟を図るた

め、弁済研修会を実施する。 

（５）弁済業務保証金分担金の供託・取戻及び弁済業務保証金の還付手続等を適正に実施し、弁済

業務保証金制度の安定維持に努める。 

  

○求償業務（還付充当金に関する事項） 

  

（１）弁済業務保証金制度の安定維持を図るため、宅地建物取引業法第６４条の１０に基づき、弁済

業務保証金の還付に係る会員等に対し、還付充当金納付請求手続等を迅速かつ確実に実施する。 

（２）地方本部並びに当該業務に関連する委員会と連携を図り、求償対象者に対する資産調査・情

報収集を行い効率的な求償債権の回収を図るとともに、地方本部の求償業務担当者を対象とし

た求償研修会を実施し、当該業務の円滑な運営に努める。 

 

ⅱ．宅地建物取引業に関する研修事業 

 

○教育研修（法定研修）業務 

 

（１）宅地建物取引業法第６４条の３並びに第６４条の６に基づき、代表者、宅地建物取引士その

他宅地建物取引業の業務に従事し、または従事しようとする者に対する必要な知識及び能力の



 

向上を図り、もって、消費者の利益を保護するとともに宅地建物取引業の適正な運営と取引の

公正を確保し、取引事故の未然防止に貢献するため、研修会実施要綱に基づき、各地方本部を

通じて研修会（一般研修会及び特別研修会）を実施する。 

（２）地方本部を主体とする法定研修会の開催については、協会ホームページ等を利用し周知を図

り、受講機会を広く確保するとともに、研修会実施方式の工夫を図るなど、教育効果の向上に

努める。 

（３）研修会実施要綱に基づく研修会を受講（一定の課程を修了）した会員に対し、地方本部を通

じ『研修済証』を交付するとともに、未受講会員に対しては継続的な受講指導に努める。 

（４）教育効果の向上に有効な視聴覚教育である e ラーニング等のシステムを導入し、更に国土

交通省と協議のうえ、法定研修会への活用を検討する。 

（５）（公社）全日本不動産協会が主催する第５４回全国不動産会議の実施に協力する。 

 

 ⅲ．その他宅地建物取引業に係る取引に関する紛争の予防又は解決に資する事業 

 

○一般保証業務 

 

（１）宅地建物取引業に係る紛争を予防し、一層の消費者保護に努めるとともに、宅地建物取引業

の適正な運営と取引の公正を確保するため、宅地建物取引業法第６４条の３第２項に規定する

一般保証業務について、一般保証業務方法書及び一般保証委託契約約款を遵守し、当該業務を

適正かつ確実に実施する。 

（２）各種研修会等の機会を捉え、会員に対する一般保証制度の理解を深めるとともに、ホームペー

ジ等を活用し広く一般に対し普及促進を図る。 

（３）安心安全な取引を推奨する当該業務登録会員へ、速やかに登録証書を発行するとともに、  

店頭貼付用ステッカーを貸与し、普及促進を図る。 

（４）一般保証業務の内容等について調査研究を行い、利便性の向上を図るとともに、運用体制等

の更なる整備充実に努める。 

 

○手付金等保管事業 

 

（１）宅地建物取引業法第６４条の３第２項の規定に基づき手付金等保管事業を適正かつ確実に実

施し、取引の安全を図る。 

（２）各種研修会等の機会を捉え、パンフレットやステッカー等を利用して会員に対する手付金等

保管制度の普及啓発を行い、当制度の理解を促進するとともに、ホームページを活用し、当制

度の普及促進を図る。 

（３）会員の利便性を考慮し、ホームページに申請書式を掲載する。 

（４）手付金等保管事業の内容等について調査研究を行うとともに取引事故防止に努める。 

 

○手付金保証業務 

 

（１）宅地建物取引業の健全な発達を図るため、宅地建物取引業法第６４条の３第３項の規定に基

づき手付金保証業務を適切かつ確実に実施する。 

（２）各種研修会等の機会を捉え、パンフレットやステッカー等を利用して会員に対する手付金保

証制度の普及啓発を行い、当制度の理解を促進するするとともに、ホームページを活用し、当

制度の普及促進を図る。 

（３）会員の利便性を考慮し、ホームページに申請書式を掲載する。 

（４）手付金保証業務の内容等について調査研究を行うとともに取引事故防止に努める。 



 

Ⅱ．収益事業等の実施 

 

○不動産賃貸事業 

 

公益目的事業を安定的に実施するため、本会会館（総本部・宮城県本部・埼玉県本部・東京都本

部）の一部を賃貸する。 

 

○助成事業 

 

   （公社）全日本不動産協会に対して、宅地建物取引業に従事する者の資質向上を目的とした研修

に要する費用を助成する。 

 

Ⅲ．その他の活動の実施 

 

○広報関係業務 

 

（１）（公社）全日本不動産協会と協同で「月刊不動産」の企画編集及び発行を行い、広報活動の 

充実を図る。 

（２）ホームページの維持管理等に努めるとともにコンテンツの充実を図り、会員及び消費者に対 

する情報の提供に努める。 

（３）（公社）全日本不動産協会と連携し、駅広告及び業界紙等へのＰＲ出稿を行う。 

（４）（公社）全日本不動産協会と連携し、インターネット広告等を実施する。 

（５）（公社）全日本不動産協会と連携して入会案内パンフレット及び全国版のカレンダーを作成 

し配付する。 

（６）（公社）全日本不動産協会と連携し、一般消費者等に対する協会ＰＲ活動を実施する。 

 

○組織活動の充実強化 

 

（１）平成３０年度正会員の加入予定数は下記のとおりとし、入会にあたっては公正な入会審査を行 

い、優良会員の加入促進に努め、会員数 32,000 社を目指す。 

 

〇主たる事務所 １，８６６ 社    従たる事務所 ２９３ ヶ所 

 

（２）（公社）全日本不動産協会に協力し、総務・財務委員会と連携のもと地方本部の基盤強化並び 

に組織拡充を図る。 

（３）（公社）全日本不動産協会に協力して入会者獲得のためのツール製作とインターネット広告の

充実を図る。 

（４）（公社）全日本不動産協会に協力して会員増強の著しかった地方本部に対する表彰等を行う。 

 

○総務関係業務 

 

（１）諸会議の開催計画 

 

第４６回定時総会      年１回     理事会          年５回 

常務理事会         年５回     監査会          年２回 

各種委員会         適 宜     会務運営会議       適 宜 



 

第５４回全国不動産会議   年１回     新年賀詞交歓会      年１回 

役員研修会    年１回 

 

（２）公益社団法人としての的確な業務処理及び適正な財務運営を推進する。 

① （公社）全日本不動産協会と連携し、適正な協会運営が図られるよう諸規程の整備を行う。 

② （公社）全日本不動産協会と連携し、全国一元管理の会員管理システムに基づく総本部と

地方本部との効率的な業務運営を推進する。 

③ （公社）全日本不動産協会と連携し、地方本部事務局職員を対象とした事務局研修会を実

施する。 

④ （公社）全日本不動産協会と協力し、不動産手帳を製作・配付する。 

⑤ 事務職員等のマイナンバーに関し、特定個人情報等保護規程・特定個人情報安全管理細則

に基づき、適正な管理に努める。 

⑥ （公社）全日本不動産協会と連携し、現状での各種文書保管等の方法等について検証し、

適切な管理方法を検討する。 

⑦ 全日会館の適切な維持保全及び運営管理に努める。 

⑧ 適正な予算編成・管理を行い、財務運営の効率化に努めるとともに資金運用を適時・的確

に行い、財務運営の健全化に努める。 

⑨ （公社）全日本不動産協会と連携し、その他本会運営に関する施策等への協力・調整を図

る。 

⑩ 将来を見据えた中期ビジョン計画を策定する。 


